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Ⅰ 調査の概要 

１．調査目的 

広島県では，母子及び父子並びに寡婦福祉法第 12条に基づき，ひとり親家庭等の福祉施策

の基本となる自立促進計画の策定に取り組むこととしています。 

この調査は，広島県内のひとり親家庭の皆さまの生活状況や就業状況等を把握し，支援施策

の需要について検討し，自立促進計画策定の基礎とするためのものです。 

 

 

２．調査項目 

(1)本人及び家族の状況 

①本人の生年月 

②居住地 

③世帯員数 

④子どもの生年月・実子かどうか・同別居・持病の有無・障害の有無 

⑤子どもの就学就業状況・最終学歴・放課後の支援について 

 

(2)住居の状況 

①住居の種類・家賃 

②公営住宅の入居希望 

③転居の希望 

④転居回数 

 

(3)就業状況 

①雇用形態 

②就業希望 

③仕事の種類・勤務年数 

④転職希望 

 

(4)世帯の収入 

①世帯の総収入額 

②本人の総収入額・就労収入額 

③預貯金額 

④社会保険の加入状況 

⑤生活保護・公的年金等の受給 

 

(5)全般について 

①困っていること 

②本人の最終学歴 

③相談相手 

④教育費として利用した制度等 

⑤家事を主に担当している人 

⑥公的制度の利用 
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３．調査設計 

(1)調査対象 

広島県全域寡婦世帯のうち 100世帯 

 

(2)抽出方法 

一般財団法人広島県ひとり親家庭等福祉連合会および広島市母子寡婦福祉連合会の

会員名簿から無作為に抽出 

 

(3)調査方法 

郵送調査法 

（調査対象世帯に調査票を郵送し，各世帯より郵送にて回収した） 

 

 

４．回収結果 

 

 

 

 

 

 

配布数 有効回収数 有効回収率 

100 票 57 票 57.0％ 
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Ⅱ 調査結果 

１．本人及び家族の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

35.2% 

0.0% 

31.5% 

43.9% 

11.1% 

28.1% 

7.4% 

15.8% 

3.7% 5.3% 
9.3% 

0.0% 1.9% 
7.0% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

H26 R1 H26 R1 H26 R1 H26 R1 H26 R1 H26 R1 H26 R1

H26 R1

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答 ０人 

世帯員数（本人を除く）は，「1人」（43.9%）の割合が最も高い。次いで，「2人」（28.1%），「3 

人」（15.8%），「4人」（5.3%）となっている。 

前回（H26年）調査と比較すると，前回調査では「0人」35.2%，「5人以上」9.3%であったが，

今回調査ではどちらも 0%に減っている。「2人」は前回調査では 11.1%，今回調査は 28.1%と 17.0

ポイント増えている。「1 人」は前回調査では 31.5%，今回調査は 43.9%と 12.4 ポイント増えて

いる。「3人」は前回調査では 7.4%，今回調査は 15.8%と 8.4ポイント増えている。 

(n=57) 

本人の年齢は，「55～59歳」（29.8%）の人の割合が最も高い。次いで，「50～54歳」（22.8%），

「45歳～49歳」（15.8%），「60歳～64歳」（12.3%），「65～69歳」（8.8%），「70歳以上」（5.3%）

となっている。 

（１）本人の年齢 

（２）世帯員数 
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①子どもの人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②実子かどうか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③子どもとの同別居状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1人 

31.6% 

2人 

36.8% 

3人 

29.8% 

無回答 

1.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもの人数は，「2人」（36.8%）と回答した人の割合が最も高い。次いで，「1人」（31.6%），

「3人」（29.8%）となっている。 

(n=57) 

子どもとの同別居状況を聞いたところ，「別居（仕送り無し）」（50.9%）と答えた人の割合が最

も高い。次に「同居」（40.0%），「別居（仕送りあり）」（9.1%）と続いた 

(n=55) 

同居 

40.0% 

別居（仕送りなし） 

50.9% 
9.1% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

別居 

（仕送りあり） 

(n=111) 

子どもが実子かどうかを聞いたところ，全員が「実子」という回答であった。 

実子 

100% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（３）子どもについて 
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④子どもの就学・就業状況 

 

 

 

 

 

 

⑤子どもの最終学歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

在学中 

19.6% 

就業 

73.8% 

不就業 

6.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 
卒業 中退 在学中 

中学校 

(n=1) 

1 

100.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

高等学校 

(n=15) 

14 

93.3% 

0 

0.0% 

1 

6.7% 

高等専門学校 
(n=8) 

5 

62.5% 

2 

25.0% 

1 

12.5% 

短大 

(n=3) 

3 

100.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

大学・大学院 

(n=46) 

30 

65.2% 

4 

8.7% 

12 

26.1% 

専修学校・各種学校 

(n=19) 

9 

47.4% 

5 

26.3% 

5 

26.3% 

(n=107) 

子どもの就学状況等は，「就業」（73.8%）と回答した人の割合が最も高くなっている。 

次いで，「在学中」（19.6%），「不就業」（6.6%）となっている。 

(n=92) 

 

 
卒業 中退 在学中 

中学校 

(n=1) 

1 

100.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

高等学校 

(n=15) 

14 

93.3% 

0 

0.0% 

1 

6.7% 

高等専門学校 
(n=8) 

5 

62.5% 

2 

25.0% 

1 

12.5% 

短大 

(n=3) 

3 

100.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

大学・大学院 

(n=46) 

30 

65.2% 

4 

8.7% 

12 

26.1% 

専修学校・各種学校 

(n=19) 

9 

47.4% 

5 

26.3% 

5 

26.3% 

 (n=92) 

子どもの最終学歴を聞いたところ、中学校は「卒業」が 100.0%であった。 

高等学校は、「卒業」93.3%,「在学中」6.7%であった。 

高等専門学校は、「卒業」62.5%,「中退」25.0%，「在学中」12.5%であった。 

短大は、「卒業」が 100.0%であった。 

大学・大学院は、「卒業」65.2%,「中退」8.7%，「在学中」26.1%であった。 

専修学校・各種学校は、「卒業」47.4%,「中退」26.3%，「在学中」26.3%であった。 

 

子どもの最終学歴を聞いたところ、中学校は「卒業」が 100.0%であった。 

高等学校は、「卒業」93.3%,「在学中」6.7%であった。 

高等専門学校は、「卒業」62.5%,「中退」25.0%，「在学中」12.5%であった。 

短大は、「卒業」が 100.0%であった。 

大学・大学院は、「卒業」65.2%,「中退」8.7%，「在学中」26.1%であった。 

専修学校・各種学校は、「卒業」47.4%,「中退」26.3%，「在学中」26.3%であった。 

(単位：人) 

 

(単位：人) 
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⑤学校が終わった後に子どもだけで過ごす時間に利用できたら良かったと思う支援 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

2.2% 

6.5% 

7.6% 

8.7% 

8.7% 

12.0% 

16.3% 

18.5% 

19.6% 

0% 10% 20% 30%

受験対策のための学習支援 

学力向上のための指導 

学習スペースの提供 

食事の提供 

自主学習用教材の提供 

フリースペースの提供 

その他 

生活習慣（挨拶，片づけ等）の指導 

特にない 

子どもだけで過ごす時間に利用できたら良かったと思う支援を聞いたところ，「特にない」

（19.6%）と答えた人が最も多く，次いで「受験対策のための学習支援」（18.5%），「学力向上の

ための指導」（16.3%），「学習スペースの提供」（12.0%），「食事の提供」「自主学習用教材の提供」

（ともに 8.7%），「フリースペースの提供」（7.6%），「生活習慣（挨拶，片付け等）の指導」（6.5%），

「その他」（2.2%）と続いた。 

 

子どもだけで過ごす時間に利用できたら良かったと思う支援を聞いたところ，「特にない」

（19.6%）と答えた人が最も多く，次いで「受験対策のための学習支援」（18.5%），「学力向上の

ための指導」（16.3%），「学習スペースの提供」（12.0%），「食事の提供」「自主学習用教材の提供」

（ともに 8.7%），「フリースペースの提供」（7.6%），「生活習慣（挨拶，片付け等）の指導」（6.5%），

「その他」（2.2%）と続いた。 

(n=92) 

 

(n=92) 
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２．住居の状況 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

持家（本人名義） 

29.8% 

持家（他人名義） 

19.3% 

賃貸住宅 

19.3% 

公営住宅 

15.8% 

親族等と同居 

8.8% 

公社・公団住宅 

3.5% 

無回答 

3.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0円 

14.8% 

1～3万円未満 

29.6% 

3～5万円未満 

33.4% 

5～7万円未満 

14.8% 

7～9万円未満  

7.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=57) 

 

 

(n=57) 

 

(n=27) 

 

(n=27) 

住居の種類を持ち家と回答した人以外の人に，1 か月に支払う家賃額を聞いたところ，「3～5

万円未満」（33.4%）と答えた人が最も多く，次いで，「1～3 万円未満」（29.6%），「0 円」「5～7

万円未満」（ともに 14.8%），「7～9万円未満」（7.4%）と続いた。 

 

住居の種類を持ち家と回答した人以外の人に，1 か月に支払う家賃額を聞いたところ，「3～5

万円未満」（33.3%）と答えた人が最も多く，次いで，「1～3 万円未満」（29.6%），「0 円」「5～7

万円未満」（ともに 14.8%），「7～9万円未満」（7.4%）と続いた。 

住居の種類を聞いたところ，「持家（本人名義）」（29.8%）と答えた人が最も多く，次いで，「持

家（他人名義）」（19.3%），「賃貸住宅」（19.3%），「公営住宅」（15.8%），「親族等と同居」（8.8%），

「公社・公団住宅」（3.5%）となっている。 

 

 

住居の種類を聞いたところ，「持家（本人名義）」（29.8%）と答えた人が最も多く，次いで，「持

家（他人名義）」（19.3%），「賃貸住宅」（19.3%），「公営住宅」（15.8%），「親族等と同居」（8.8%），

「公社・公団住宅」（3.5%）となっている。 

 

（１）住居の種類 

あなたの住居の状況について，お答えください。【○は１つ】 

 

（１）住居の種類 

あなたの住居の状況について，お答えください。【○は１つ】 

（２）１か月に支払う家賃額 

１か月に支払う家賃額はいくらですか。【○は１つ】 

 

（２）１か月に支払う家賃額 

１か月に支払う家賃額はいくらですか。【○は１つ】 
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２（３）で公営住宅へ入居を「希望しない」と回答した人に，希望しない理由を聞いたとこ

ろ，「その他」（52.4%），「家賃が高い」「狭い」（ともに 14.3%），「古い」（9.5%），「実家から遠い」

「住民会の活動が面倒」（ともに 4.8%）であった。 

 

２（３）で公営住宅へ入居を「希望しない」と回答した人に，希望しない理由を聞いたとこ

ろ，「その他」（52.4%），「家賃が高い」「狭い」（ともに 14.3%），「古い」（9.5%），「実家から遠い」

「住民会の活動が面倒」（ともに 4.8%）であった。 

0％  

 

公営住宅を知らなかった 

 

0％  

 

公営住宅を知らなかった 

希望する 

 

希望する 

12.5% 8.3% 
希望しない 

79.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（応募した経験あり） 

 

（応募した経験あり） 

（応募した経験なし） 

 

（応募した経験なし） 

0.0% 

0.0% 

4.8% 

4.8% 

9.5% 

14.3% 

14.3% 

52.4% 

0% 20% 40% 60%

その他 

家賃が高い 

狭い 

古い 

実家から遠い 

住民会の活動が面倒 

交通の便が悪い 

職場から遠い 

公営住宅に入居していない人に公営住宅への入居を希望するかどうか聞いたところ，「希望す

る（応募した経験あり）」と答えた人の割合は 12.5%，「希望する（応募した経験なし）」は 8.3%，

「希望しない」と答えた人の割合は 79.2%であった。 

 

公営住宅に入居していない人に公営住宅への入居を希望するかどうか聞いたところ，「希望す

る（応募した経験あり）」と答えた人の割合は 12.5%，「希望する（応募した経験なし）」は 8.3%，

「希望しない」と答えた人の割合は 79.2%であった。 

(n=21) 

 

(n=21) 

(n=24) 

 

(n=24) 

（３）公営住宅への入居希望 

公営住宅の入居を希望しますか。【○は１つ】 

 

（３）公営住宅への入居希望 

公営住宅の入居を希望しますか。【○は１つ】 

（４）公営住宅に入居を希望しない理由 

希望しない理由は何ですか。【○は最もあてはまるもの１つ】 

 

（４）公営住宅に入居を希望しない理由 

希望しない理由は何ですか。【○は最もあてはまるもの１つ】 
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0.0% 

0.0% 

5.6% 

11.1% 

11.1% 

11.1% 

11.1% 

22.2% 

27.8% 

0% 10% 20% 30%

その他 

 
家賃が高い 

 
交通の便が悪い 

 親子だけで生活したい 

（同居人と別に生活したい） 

 

親子だけで生活したい 

（同居人と別に生活したい） 
古い 

 

近所の生活音が気になる 

 

実家から遠い 

 

職場から遠い 

 

狭い 

 

(n=53) 

 

(n=53) 

現在の住居から転居したいと考えているか聞いたところ，「転居したい」（34.0%），「転居した

くない」が 66.0%であった。 

 

現在の住居から転居したいと考えているか聞いたところ，「転居したい」（34.0%），「転居した

くない」が 66.0%であった。 

(n=18) 

 

(n=18) 

（５）転居希望 

現在の住居から転居したいと考えていますか。【○は１つ】 

 

（５）転居希望 

現在の住居から転居したいと考えていますか。【○は１つ】 

転居したい 

34.0% 

転居したくない 

66.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（６）転居希望の理由 

転居したい理由は何ですか。【○は最もあてはまるもの１つ】 

 

（６）転居希望の理由 

転居したい理由は何ですか。【○は最もあてはまるもの１つ】 

現在の住居から転居したい理由を聞いたところ，「その他」が 27.8%で最も多く，次いで「家

賃が高い」（22.2%），「交通の便が悪い」「親子だけで生活したい（同居人と別に生活したい）」「古

い」「狭い」（ともに 11.1%），「近所の生活音が気になる」（5.6%）であった。 

 

現在の住居から転居したい理由を聞いたところ，「その他」が 27.8%で最も多く，次いで「家

賃が高い」（22.2%），「交通の便が悪い」「親子だけで生活したい（同居人と別に生活したい）」「古

い」「狭い」（ともに 11.1%），「近所の生活音が気になる」（5.6%）であった。 
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希望する転居後の住居について聞いたところ，「公営住宅」「賃貸住宅」がともに 37.5%，「持

家（本人名義）」（18.8%），「公社・公団住宅」（6.2%）と続いた。 

 

希望する転居後の住居について聞いたところ，「公営住宅」「賃貸住宅」がともに 37.5%，「持

家（本人名義）」（18.8%），「公社・公団住宅」（6.3%）と続いた。 

0回 

45.3% 

1～3回 

45.3% 

4～5回 

7.5% 

6回以上 

1.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公営住宅 

37.5% 

賃貸住宅 

37.5% 

持家（本人名義） 

18.8% 

公社・公団住宅 

6.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0％ 
持家，社宅など，シェアハウス 
親族などと同居，間借，その他 

 
0％ 

持家，社宅など，シェアハウス 
親族などと同居，間借，その他 

(n=16) 

 

(n=16) 

(n=53) 

 

(n=53) 

（７）希望する転居後の住居について 

希望する転居後の住居について，お答えください。【○は１つ】 

 

（７）希望する転居後の住居について 

希望する転居後の住居について，お答えください。【○は１つ】 

（８）転居回数 

ひとり親になってから，これまでの転居回数はどのくらいですか。【○は１つ】 

 

（８）転居回数 

ひとり親になってから，これまでの転居回数はどのくらいですか。【○は１つ】 

ひとり親になってからの，これまでの転居回数を聞いたところ，「0 回」「1～3 回」と回答し

た人の割合がともに 45.3%，「4～5回」（7.5%），「6回以上」（1.9%）であった。 

 

ひとり親になってからの，これまでの転居回数を聞いたところ，「0 回」「1～3 回」と回答し

た人の割合がともに 45.3%，「4～5回」（7.5%），「6回以上」（1.9%）であった。 
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22.0% 

16.0% 

16.0% 

14.0% 

10.0% 

8.0% 

6.0% 

6.0% 

2.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

サービス職業従事者 

事務従事者 

販売従事者 

専門的・技術的職業従事者 

その他 

運搬・清掃・包装等従事者 

生産工程従事者 

個人事業主 

管理的職業従事者 

保安職業従事者 

農林漁業従事者 

輸送・機械運転従事者 

建設・採掘従事者 

在宅就業者 

３．就業状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(n=57) 

 

(n=57) 

(n=50) 

 

(n=50) 

（１）雇用形態 

あなたの現在の雇用形態について，お答えください。【○は１つ】 

 

（１）雇用形態 

あなたの現在の雇用形態について，お答えください。【○は１つ】 

現在の雇用形態は，「正規の職員・従業員」（50.9%）が最も多く，次いで「非正規・派遣・パ

ート等」（31.6%），「その他」（7.3%）「自営業」「不就労」（ともに 3.5%）と続いた。 

 

現在の雇用形態は，「正規の職員・従業員」（50.9%）が最も多く，次いで「非正規・派遣・パ

ート等」（31.6%），「その他」（7.3%）「自営業」「不就労」（ともに 3.5%）と続いた。 （２）主な仕事 

あなたの主な仕事をお答えください。【○は１つ】 

 

（２）主な仕事 

あなたの主な仕事をお答えください。【○は１つ】 

主な仕事を聞いたところ，「サービス職業従事者」が 22.0%と最も多く，次いで「事務従事者」

「販売従事者」（ともに 16.0%），「専門的・技術的職業従事者」（14.0%），「その他」（10.0%），「運

搬・清掃・包装等従事者」（8.0%），「生産工程従事者」「個人事業主」（ともに 6.0%），「管理的職

業従事者」（2.0%）と続いた。 

 

主な仕事を聞いたところ，「サービス職業従事者」が 22.0%と最も多く，次いで「事務従事者」

「販売従事者」（ともに 16.0%），「専門的・技術的職業従事者」（14.0%），「その他」（10.0%），「運

搬・清掃・包装等従事者」（8.0%），「生産工程従事者」「個人事業主」（ともに 6.0%），「管理的職

正規の職員・従業員 

50.9% 

非正規・派遣・パート等 

31.6% 

自営業 

3.5% 

その他 

7.0% 

不就業 

3.5% 

無回答 

3.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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1年未満 

3.8% 

1年～5年未満 

34.6% 

5年～10年未満  

21.2% 

10年以上 

40.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=52) 

 

(n=52) 

(n=52) 

 

(n=52) 

（３）勤続年数 

あなたの現在の仕事の勤務年数はどのくらいですか。【○は１つ】 

 

 

（３）勤続年数 

あなたの現在の仕事の勤務年数はどのくらいですか。【○は１つ】 

 

現在の仕事の勤務年数を聞いたところ，「10年以上」と答えた人が 40.4%と最も多く，次いで

「1年～5年未満」（34.6%），「5年～10年未満」（21.2%），「1年未満」（3.8%）であった。 

 

現在の仕事の勤務年数を聞いたところ，「10年以上」と答えた人が 40.4%と最も多く，次いで

「1年～5年未満」（34.6%），「5年～10年未満」（21.2%），「1年未満」（3.8%）であった。 

（４）転職希望 

あなたは転職する希望がありますか。【○は１つ】 

 

 

（４）転職希望 

あなたは転職する希望がありますか。【○は１つ】 

 

仕事を変えたい 

28.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の仕事を続けたい 

71.2% 

 

現在の仕事を続けたい 

71.2% 転職の希望を聞いたところ，「現在の仕事を続けたい」と回答した人が 71.2%，「仕事を変えた

い」と回答した人が 28.8%であった。 

 

転職の希望を聞いたところ，「現在の仕事を続けたい」と回答した人が 71.2%，「仕事を変えた

い」と回答した人が 28.8%であった。 
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転職したい理由のうち，最も大きな理由は，「収入がよくない」（38.9%）と回答した人の割合

が最も高い。次いで「職場環境になじめない」（22.2%），「健康がすぐれない」（11.1%），「仕事

内容に不満がある」「社会保障がない又は不十分」「身分が安定していない」「経験や能力が発揮

できない」「その他」（ともに 5.6%）となっている。 

 

転職したい理由のうち，最も大きな理由は，「収入がよくない」（38.9%）と回答した人の割合

が最も高い。次いで「職場環境になじめない」（22.2%），「健康がすぐれない」（11.1%），「仕事

内容に不満がある」「社会保障がない又は不十分」「身分が安定していない」「経験や能力が発揮

できない」「その他」（ともに 5.6%）となっている。 

(n=18) 

 

(n=18) 

（５）転職したい理由 

転職したい理由のうち，最も大きな理由は何ですか。【○は最もあてはまるもの１つ】 

 

 

（５）転職したい理由 

転職したい理由のうち，最も大きな理由は何ですか。【○は最もあてはまるもの１つ】 

 

38.9% 

22.2% 

11.1% 

5.6% 

5.6% 

5.6% 

5.6% 

5.6% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

収入がよくない 

職場環境になじめない 

健康がすぐれない 

仕事内容に不満がある 

社会保障がない又は不十分 

身分が安定していない 

経験や能力が発揮できない 

その他 

勤務先が自宅から遠い 

労働時間が合わない 

休みが少ない 

休みを取らないといけないときに休めない 
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４．世帯の収入 

 

 

 

 

 

① 世帯の年間総収入 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 本人の年間総収入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.1% 

6.2% 
28.1% 18.8% 43.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100万未満 100～200万未満 200～300万未満 300～400万未満 400万以上 

(n=40) 

 

(n=40) 

同居親族を含む世帯の年間総収入は，「400万以上」（43.8%）が最も多く，「200～300万未満」

（28.1%），「300～400万未満」（18.8%），「100～200万円未満」（6.2%），「100万円未満」（3.1％）

と続いた。 

 

同居親族を含む世帯の年間総収入は，「400万以上」（43.8%）が最も多く，「200～300万未満」

（28.1%），「300～400万未満」（18.8%），「100～200万円未満」（6.3%），「100万円未満」（3.1％）

と続いた。 

（１）収入 

平成 30年のあなたの世帯の年間総収入，あなた自身の年間総収入及び年間就労収入の金額を

記入してください。【数字を記入】 

 

（１）収入 

平成 30年のあなたの世帯の年間総収入，あなた自身の年間総収入及び年間就労収入の金額を記入し

てください。【数字を記入】 

本人の年間総収入は，「200～300 万円未満」（42.5％）と答えた人の割合が最も高く，「100～

200万円未満」（20.0％），「300～400万円未満」（17.5％），「100万円未満」（12.5％）「400万円

以上」（7.5％）と続いた。 

 

本人の年間総収入は，「200～300 万円未満」（42.5％）と答えた人の割合が最も高く，「100～

200万円未満」（20.0％），「300～400万円未満」（17.5％），「100万円未満」（12.5％）「400万円

以上」（7.5％）と続いた。 

12.5% 20.0% 42.5% 17.5% 7.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100万未満 100～200万未満 200～300万未満 300～400万未満 400万以上 

(n=32) 

 

(n=32) 
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③ 本人の年間就労収入 

 

 

 

 

 

 

 

④ 雇用形態別 本人の年間総収入・年間就労収入 

 

 

100万 

未満 

100～200

万未満 

200～300

万未満 

300～400

万未満 

400万 

以上 
無回答 

正規の職員・従業員 

(n=29) 

3 

10.3% 

0 

0.0% 

11 

37.9% 

5 

17.2% 

2 

6.9% 

8 

27.7% 

非正規・派遣・パート等 

(n=18) 

1 

5.6% 

7 

38.8% 

3 

16.6% 

1 

5.6% 

1 

5.6% 

5 

27.8% 

自営業 

(n=2) 

1 

50.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

1 

50.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

その他 

(n=4) 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

2 

50.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

2 

50.0% 

不就業 

(n=2) 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

1 

50.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

1 

50.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

14.7% 26.5% 41.2% 11.7% 5.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100万未満 100～200万未満 200～300万未満 300～400万未満 400万以上 

(n=34) 

 

(n=34) 

本人の年間就労収入は，「200～300 万円未満」（41.2%）と答えた人の割合が最も高く，「100

～200万円未満」（26.5％），「100万円未満」（14.7％）「300～400万円未満」（11.7％），「400万

円以上」（5.9％）と続いた。 

 

本人の年間就労収入は，「200～300 万円未満」（41.2%）と答えた人の割合が最も高く，「100

～200万円未満」（26.5％），「100万円未満」（14.7％）「300～400万円未満」（11.8％），「400万

円以上」（5.9％）と続いた。 
(単位：人) 

 

(単位：人) 

雇用形態別に本人の年間総収入を集計した。 

「正規の職員・従業員」は，「200～300 万円未満」（37.9%），「300～400 万円未満」（17.2%），

「100万未満」（10.3%），「400万以上」（6.9%）であった。 

「非正規・派遣・パート等」は「100～200万円未満」（38.8%），「200～300万円未満」（16.6%），

「100万未満」「300～400万円未満」「400万以上」（ともに 5.6%）であった。 

「自営業」は，「100万未満」「300～400万円未満」がともに 50.0%であった。 

 

雇用形態別に本人の年間総収入を集計した。 

「正規の職員・従業員」は，「200～300 万円未満」（37.9%），「300～400 万円未満」（17.2%），

「100万未満」（10.3%），「400万以上」（6.9%）であった。 

「非正規・派遣・パート等」は「100～200万円未満」（38.9%），「200～300万円未満」（16.7%），

「100万未満」「300～400万円未満」「400万以上」（ともに 5.6%）であった。 

「自営業」は，「100万未満」「300～400万円未満」がともに 50.0%であった。 
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⑤ 雇用形態別 本人の年間就労収入 

 

 

100万 

未満 

100～200

万未満 

200～300

万未満 

300～400

万未満 

400万 

以上 
無回答 

正規の職員・従業員 

(n=29) 

2 

6.9% 

2 

6.9% 

9 

31.1% 

3 

10.3% 

2 

6.9% 

11 

37.9% 

非正規・派遣・パート等 

(n=18) 

2 

11.1% 

7 

38.9% 

4 

22.2% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

5 

27.8% 

自営業 

(n=2) 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

1 

50.0% 

0 

0.0% 

1 

50.0% 

その他 

(n=4) 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

1 

25.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

3 

75.0% 

不就業 

(n=2) 

1 

50.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

1 

50.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 現在の預貯金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(n=44) 

 

(n=44) 

雇用形態別に本人の年間就労収入を集計した。 

「正規の職員・従業員」は，「200～300 万円未満」（31.1%），「300～400 万円未満」（10.3%），

「100万未満」「100～200万円未満」「400万以上」（ともに 6.9%）であった。 

「非正規・派遣・パート等」は「100～200万円未満」（38.9%），「200～300万円未満」（22.2%）

「100万未満」（11.1%）であった。 

「自営業」は，「300～400万円未満」が 50.0%であった。 

 

雇用形態別に本人の年間就労収入を集計した。 

「正規の職員・従業員」は，「200～300 万円未満」（31.0%），「300～400 万円未満」（10.3%），

「100万未満」「100～200万円未満」「400万以上」（ともに 6.9%）であった。 

「非正規・派遣・パート等」は「100～200万円未満」（38.9%），「200～300万円未満」（22.2%）

「100万未満」（11.1%）であった。 

「自営業」は，「300～400万円未満」が 50.0%であった。 

（２）預貯金額 

あなたの現在の預貯金額（財形貯蓄，株式，債券等を含む）を記入してください。【数字を記入】 

 

（２）預貯金額 

あなたの現在の預貯金額（財形貯蓄，株式，債券等を含む）を記入してください。【数字を記入】 

(単位：人) 

 

(単位：人) 

現在の預貯金額（財形貯蓄，株式，債券等を含む）は，「50 万円未満」（43.2％）と答えた人

が最も多く，「1000 万円以上」（13.6％），「100～200 万円未満」「500～700 万円未満」（ともに

11.4％）「300～400万円未満」（6.8％），「50～100万円未満」「200～300万円未満」（ともに 4.5％）

「400～500万円未満」「700～1000万円」（ともに 2.3％）と続いた。 

 

現在の預貯金額（財形貯蓄，株式，債券等を含む）は，「50 万円未満」（43.2％）と答えた人

が最も多く，「1000 万円以上」（13.6％），「100～200 万円未満」「500～700 万円未満」（ともに

11.4％）「300～400万円未満」（6.8％），「50～100万円未満」「200～300万円未満」（ともに 4.5％）

43.2% 4.5% 11.4% 4.5% 6.8% 2.3% 11.4% 2.3% 13.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～300万未満 300～400万未満 

400～500万未満 500～700万未満 700～1000万未満 1000万以上 
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② 雇用形態別 預貯金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現在の預貯金額（財形貯蓄，株式，債券等を含む）を雇用形態別に集計した。 

正規の職員・従業員の人は，「50万円未満」と答えた人が最も多く（9名），「100～200万未満」

「400～500万未満」がともに 3人，「300～400万未満」「1000万以上」がともに 2人，「200～300

万未満」「700～1000未満」がともに 1人，「無回答」が 8人であった。 

非正規・派遣・パート等の人は，「50万未満」が 10人，「500～700万未満」「1000万以上」が

ともに 2人，「50～100万未満」「100～200万未満」「200～300万未満」がともに 1人，「無回答」

が 1人であった。 

自営業の人は，「100～200万未満」「300～400万未満」がともに 1人であった。 

その他の人は，「50～100万未満」「400～500万未満」「1000万以上」がともに 1人，「無回答」

が 1人であった。 

不就業の人は，「1000万以上」が 1人，「無回答」が 1人であった。 

 

現在の預貯金額（財形貯蓄，株式，債券等を含む）を雇用形態別に集計した。 

正規の職員・従業員の人は，「50万円未満」と答えた人が最も多く（9名），「100～200万未満」

「400～500万未満」がともに 3人，「300～400万未満」「1000万以上」がともに 2人，「200～300

万未満」「700～1000未満」がともに 1人，「無回答」が 8人であった。 

非正規・派遣・パート等の人は，「50万未満」が 10人，「500～700万未満」「1000万以上」が

ともに 2人，「50～100万未満」「100～200万未満」「200～300万未満」がともに 1人，「無回答」

が 1人であった。 

自営業の人は，「100～200万未満」「300～400万未満」がともに 1人であった。 

その他の人は，「50～100万未満」「400～500万未満」「1000万以上」がともに 1人，「無回答」

が 1人であった。 

不就業の人は，「1000万以上」が 1人，「無回答」が 1人であった。 

9 

10 1 

1 

3 

1 

1 

1 

1 

2 

1 

1 

3 

2 

1 2 

2 

1 

1 

8 

1 

1 

1 

0 5 10 15 20 25 30

正規の職員・従業員 

非正規・派遣・パート等 

自営業 

その他 

不就業 

50万未満 50～100万未満 100～200万未満 200～300万未満 300～400万未満 

400～500万未満 500～700万未満 700～1000万未満 1000万以上 無回答 

(単位：人) 

 

(単位：人) 
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① 雇用保険 

 

 

 

 

② 健康保険 

 
 

 

 

 

 

③ 公的年金 

 

 

  

加入している 

74.5% 

加入していない 

25.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

被用者保険 

74.1% 

国民健康保険 

25.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

被用者年金 

68.0% 

国民年金 

28.0% 

加入していない 

4.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公的年金の加入状況は，「被用者年金に加入している」人の割合が 68.0%，「国民年金に加入し

ている」人の割合が 28.0%，「加入していない」人の割合が 4.0%であった。 

 

公的年金の加入状況は，「被用者年金に加入している」人の割合が 68.0%，「国民年金に加入し

ている」人の割合が 28.0%，「加入していない」人の割合が 4.0%であった。 

(n=54) 

 

(n=54) 

(n=55) 

 

(n=55) 

(n=50) 

 

(n=50) 

雇用保険の加入状況は，「加入している」人の割合が 74.5%，「加入していない」人の割合が

25.5%であった。 

 

雇用保険の加入状況は，「加入している」人の割合が 74.5%，「加入していない」人の割合が

25.5%であった。 

健康保険の加入状況は，「被用者保険（協会けんぽ，組合健保，共済組合等）に加入している」

人の割合が 74.1%，「国民健康保険に加入している」人の割合が 25.9%であった。 

 

健康保険の加入状況は，「被用者保険（協会けんぽ，組合健保，共済組合等）に加入している」

人の割合が 74.1%，「国民健康保険に加入している」人の割合が 25.9%であった。 

（３）社会保険の加入状況 

あなたの現在の社会保険の加入状況について，お答えください。【○はそれぞれ１つ】 

 

（３）社会保険の加入状況 

あなたの現在の社会保険の加入状況について，お答えください。【○はそれぞれ１つ】 
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① 生活保護 

 

 

 

 

 

 

② 公的年金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

受給していない 

100% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受給している 

48.1% 

受給していない 

51.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

遺族年金 

66.6% 

老齢年金 

29.2% 

障害年金 

4.2% 

(n=50) 

 

(n=50) 

(n=52) 

 

(n=52) 

(n=24) 

 

(n=24) 

（４）受給状況 
あなたは現在，生活保護，公的年金等を受給していますか。【○は１つ・受給額は数字を記入】 

 

（４）受給状況 
あなたは現在，生活保護，公的年金等を受給していますか。【○は１つ・受給額は数字を記入】 

現在，公的年金を受給しているかどうか聞いたところ，「受給している」人が 48.1%，「受給し

ていない」人の割合が 51.9%であった。 

受給している年金の種類は，「遺族年金」（66.6%），「老齢年金」（29.2%），「障害年金」（4.2%）

であった。 

 

現在，公的年金を受給しているかどうか聞いたところ，「受給している」人が 48.1%，「受給し

ていない」人の割合が 51.9%であった。 

受給している年金の種類は，「遺族年金」（66.7%），「老齢年金」（29.2%），「障害年金」（4.2%）

であった。 

現在，生活保護を受給しているかどうか聞いたところ，「受給していない」人の割合が 100%

であった。 

 

現在，生活保護を受給しているかどうか聞いたところ，「受給していない」人の割合が 100%

であった。 
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５．全般について 

 

 

 

 

① 本人が困っていること 

 

 

その他：子供の就職，職場の人間関係，家の建替費用 

 

※２つ以上回答している者がいるため，回答比率の合計が 100.0%を超える。 

 

 

  

29.8% 

21.1% 

21.1% 

14.0% 

12.3% 

12.3% 

10.5% 

10.5% 

1.8% 

0% 10% 20% 30%

家計 

自分の健康 

親族の健康・介護 

特にない 

仕事 

その他 

住宅 

子どもの健康 

家事 

本人が最も困っていることを聞いたところ，「家計」と回答した人の割合が 29.8%と最も高く，

次いで「自分の健康」「親族の健康・介護」（ともに 21.1%），「特にない」（14.0%），「仕事」「そ

の他」（ともに 12.3%），「住宅」「子どもの健康」（ともに 10.5%），「家事」（1.8%）であった。 

 

本人が最も困っていることを聞いたところ，「家計」と回答した人の割合が 22.4%と最も高く，

次いで「自分の健康」「親族の健康・介護」（15.8%），「特にない」（10.5%），「仕事」「その他」（と

もに 9.2%），「住宅」「子どもの健康」（ともに 7.9%），「家事」（1.3%）であった。 

(n=57) 

 

(n=76) 

（１）困っていること 

あなたが困っていることについて，お答えください。【○は最もあてはまるもの１つ】 

 

（１）困っていること 

あなたが困っていることについて，お答えください。【○は最もあてはまるもの１つ】 
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② 年齢別 困っていること 

 

 
住宅 仕事 家計 家事 

自分の

健康 

親族の

健康・

介護 

子ども

の健康 
その他 

特に 

ない 

45歳～49歳 

(n=9) 

1 

11.1% 

1 

11.1% 

2 

22.2% 

0 

0.0% 

2 

22.2% 

1 

11.1% 

0 

0.0% 

1 

11.1% 

1 

11.1% 

50歳～54歳 

(n=13) 

2 

15.4% 

1 

7.7% 

7 

53.8% 

0 

0.0% 

1 

7.7% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

2 

15.4% 

55歳～59歳 

(n=17) 

2 

11.8% 

1 

5.9% 

2 

11.8% 

0 

0.0% 

2 

11.8% 

6 

35.1% 

1 

5.9% 

2 

11.8% 

1 

5.9% 

60歳～64歳 

(n=7) 

0 

0.0% 

2 

28.6% 

1 

14.3% 

0 

0.0% 

1 

14.3% 

1 

14.3% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

2 

28.6% 

65歳～69歳 

(n=5) 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

2 

40.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

1 

20.0% 

0 

0.0% 

2 

40.0% 

70歳以上 

(n=2) 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

2 

100.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

0 

0.0% 

 

 

 

 

  

年齢別に本人が最も困っていることを集計した。 

45歳～49歳では，「家計」「自分の健康」（ともに 22.2%），「住宅」「仕事」「親族の健康・介護」

「その他」「特にない」（ともに 11.1%）であった。 

50 歳～54 歳では，「家計」（53.8%），「住宅」「特にない」（ともに 15.4%），「仕事」「自分の健

康」（ともに 7.7%）であった。 

55歳～59歳では，「親族の健康・介護」（35.1%），「住宅」「家計」「自分の健康」「その他」（と

もに 11.8%），「自分の健康」「子どもの健康」「特にない」（ともに 5.9%）であった。 

60歳～64歳では，「仕事」「特にない」（ともに 28.6%），「家計」「自分の健康」「親族の健康・

介護」（ともに 14.3%）であった。 

65歳～69歳では，「家計」「特にない」（ともに 40.0%），「子どもの健康」（20.0%）であった。 

70歳以上では，「自分の健康」（100.0%）であった。 

 

年齢別に本人が最も困っていることを集計した。 

45歳～49歳では，「家計」「自分の健康」（ともに 22.2%），「住宅」「仕事」「親族の健康・介護」

「その他」「特にない」（ともに 11.1%）であった。 

50 歳～54 歳では，「家計」（53.8%），「住宅」「特にない」（ともに 15.4%），「仕事」「自分の健

康」（ともに 7.7%）であった。 

55歳～59歳では，「親族の健康・介護」（35.3%），「住宅」「家計」「自分の健康」「その他」（と

もに 11.8%），「自分の健康」「子どもの健康」「特にない」（ともに 5.9%）であった。 

60歳～64歳では，「仕事」「特にない」（ともに 28.6%），「家計」「自分の健康」「親族の健康・

介護」（ともに 14.3%）であった。 

65歳～69歳では，「家計」「特にない」（ともに 40.0%），「子どもの健康」（20.0%）であった。 

70歳以上では，「自分の健康」（100.0%）であった。 

(単位：人) 

 

(単位：人) 
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① 本人の最終学歴 

 

 

 

 

 

 

② 最終学歴別 雇用形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.8% 34.6% 3.6% 27.3% 14.5% 18.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

57.9% 

50.0% 

53.3% 

50.0% 

50.0% 

26.3% 

50.0% 

26.7% 

25.0% 

50.0% 

25.0% 

10.5% 

13.3% 

5.3% 

6.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校 

高等学校 

高等専門学校 

短大 

大学・大学院 

専修学校・各種学校 

中学校 

 

中学校 

(n=55) 

 

(n=55) 

(n=0) 

 

(n=0) 

(n=2) 

 

(n=2) 

(n=19) 

 

(n=19) 

(n=15) 

 

(n=15) (n=8) 

 

(n=8) 

本人の最終学歴は，「高等学校」（34.6%）と回答した人の割合が最も高く，次いで「短大」（27.3%）

「専修学校・各種学校」（18.2%），「大学・大学院」（14.5%）「高等専門学校」（3.6%），「中学校」

（1.8%）となっている。 

 

本人の最終学歴は，「高等学校」（34.5%）と回答した人の割合が最も高く，次いで「短大」（27.3%）

「専修学校・各種学校」（18.2%），「大学・大学院」（14.5%）「高等専門学校」（3.6%），「中学校」

（1.8%）となっている。 

(n=10) 

 

(n=10) 

正規の職員・従業員 

 

正規の職員・従業員 

非正規・派遣・パート等 

 

非正規・派遣・パート等 

自営業 

 

自営業 

最終学歴別に雇用形態を集計した。 

最終学歴が「高等学校」の人は，「正規の職員・従業員」（57.9%），「非正規・派遣・パート等」

（26.3%），「その他」（10.5%)，「不就業」（5.3%）であった。 

「高等専門学校」の人は，「正規の職員・従業員」（50.0%），「非正規・派遣・パート等」（50.0%）

であった。 

「短大」の人は，「正規の職員・従業員」（53.3%），「非正規・派遣・パート等」（26.7%），「そ

の他」（13.3%)，「不就業」（6.7%）であった。 

「大学・大学院」の人は，「正規の職員・従業員」（50.0%），「非正規・派遣・パート等」（25.0%），

「自営業」（25.0%）であった。 

「専修学校・各種学校」の人は，「正規の職員・従業員」（50.0%），「非正規・派遣・パート等」

（50.0%）であった。 

 

最終学歴別に雇用形態を集計した。 

最終学歴が「高等学校」の人は，「正規の職員・従業員」（57.9%），「非正規・派遣・パート等」

（26.3%），「その他」（10.5%)，「不就業」（5.3%）であった。 

高等学校 

 

高等学校 

高等専門学校 

 

高等専門学校 

短大 

 

短大 

大学・大学院 

 

大学・大学院 

専修学校・ 

各種学校 

 

専修学校・ 

各種学校 

（２）最終学歴 

あなたの最終学歴について，お答えください。【○は１つ】 

 

（２）最終学歴 

あなたの最終学歴について，お答えください。【○は１つ】 

その他 

 

その他 

不就業 

 

 

不就業 
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③ 最終学歴別 年収 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5.3% 

6.7% 

25.0% 

10.0% 

100.0% 

10.5% 

6.7% 

40.0% 

42.1% 

40.0% 

25.0% 

10.0% 

15.8% 

50.0% 

6.7% 

12.5% 

10.0% 

6.7% 

12.5% 

10.0% 

26.3% 

50.0% 

33.2% 

25.0% 

20.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校 

高等学校 

高等専門学校 

短大 

大学・大学院 

専修学校・各種学校 

100万未満 100～200万未満 200～300万未満 300～400万未満 400万以上 無回答 

最終学歴別に年収（年間総収入）を集計した。 

最終学歴が「中学校」の人は，「100～200万未満」（100.0%）であった。 

「高等学校」の人は，「200～300 万未満」（42.1%），「300～400 万未満」（15.8%），「100～200

万未満」（10.5%），「100万未満」（5.3%），「無回答」（26.3%）であった。 

「高等専門学校」の人は，「300～400万未満」（50.0%），「無回答」（50.0%）であった。 

「短大」の人は，「200～300 万未満」（40.0%），「100 万未満」「100～200 万未満」「300～400

万未満」「400万以上」（ともに 6.7%），「無回答」（33.2%）であった。 

「大学・大学院」の人は，「100万未満」「200～300万未満」（ともに 25.0%），「300～400万未

満」「400万以上」（ともに 12.5%），「無回答」（25.0%）であった。 

「専修学校・各種学校」の人は，「100～200 万未満」（40.0%），「100 万未満」「200～300 万未

満」「300～400万未満」「400万以上」（ともに 10.0%），「無回答」（20.0%）であった。 

 

最終学歴別に年収（年間総収入）を集計した。 

最終学歴が「中学校」の人は，「100～200万未満」（100.0%）であった。 

「高等学校」の人は，「200～300 万未満」（42.1%），「300～400 万未満」（15.8%），「100～200

万未満」（10.5%），「100万未満」（5.3%），「無回答」（26.3%）であった。 

「高等専門学校」の人は，「300～400万未満」（50.0%），「無回答」（50.0%）であった。 

「短大」の人は，「200～300 万未満」（40.0%），「100 万未満」「100～200 万未満」「300～400

万未満」「400万以上」（ともに 6.7%），「無回答」（33.3%）であった。 

「大学・大学院」の人は，「100万未満」「200～300万未満」（ともに 25.0%），「300～400万未

満」「400万以上」（ともに 12.5%），「無回答」（25.0%）であった。 

「専修学校・各種学校」の人は，「100～200 万未満」（40.0%），「100 万未満」「200～300 万未

満」「300～400万未満」「400万以上」（ともに 10.0%），「無回答」（20.0%）であった。 

(n=1) 

 

(n=1) (n=19) 

 

(n=19) (n=2) 

 

(n=2) (n=15) 

 

(n=15) (n=8) 

 

(n=8) (n=10) 

 

(n=10) 
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① 相談相手の有無 

 

 

 

 

 

② 最も相談している相談相手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

いる 

77.8% 

欲しい 

22.2% 

必要がない 

0.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談相手がいるかどうか聞いたところ，「いる」と回答した人の割合が 77.8%と最も高かった。

相談相手が「欲しい」は 22.2%，「必要がない」と回答した人は 0.0%であった。 

 

相談相手がいるかどうか聞いたところ，「いる」と回答した人の割合が 77.8%と最も高かった。

相談相手が「欲しい」は 22.2%，「必要がない」と回答した人は 0.0%であった。 

53.2% 

42.6% 

2.1% 

2.1% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

親族 

知人・隣人 

県・市町窓口 

母子・父子福祉団体 

養育費相談支援センター 

NPO法人 

任意団体 

その他 

(n=54) 

 

(n=54) 

(n=47) 

 

(n=47) 

（３）相談相手 

あなたは相談相手がいますか。いない場合は，欲しいと思いますか。【○は１つ】 

 

（３）相談相手 

あなたは相談相手がいますか。いない場合は，欲しいと思いますか。【○は１つ】 

相談相手が「いる」と回答した人に，最も相談している相談相手はだれ（どこ）か聞いたと

ころ，「親族」（53.2%）と答えた人の割合が最も高かった。次いで「知人・隣人」（42.6%）,「県・

市町窓口」「母子・父子福祉団体」（ともに 2.1%）と続いた。 

 

相談相手が「いる」と回答した人に，最も相談している相談相手はだれ（どこ）か聞いたと

ころ，「親族」（53.2%）と答えた人の割合が最も高かった。次いで「知人・隣人」（42.6%）,「県・

市町窓口」「母子・父子福祉団体」（ともに 2.1%）と続いた。 



 

Ⅱ 調査結果 

27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本人 

 80.7% 

子ども 

1.8% 

父母・義父母 

12.2% 

祖父母 

1.8% 

無回答 

3.5% 

兄弟姉妹 

 0.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

31.5% 

16.9% 

12.4% 

10.1% 

10.1% 

9.0% 

6.7% 

3.4% 

0.0% 

0% 10% 20% 30% 40%

日本学生支援機構 

母子父子寡婦福祉資金 

子ども自身のアルバイトや仕事 

実家等からの援助 

何も利用していない 

高等学校奨学金 

その他 

民間の奨学金 

金融機関の教育ローン 

(n=89) 

 

(n=89) 

(n=57) 

 

(n=57) 

（４）教育費として利用していた（いる）もの 

教育費として利用していた（いる）ものはありますか。【○はあてはまるものすべて】 

 

（４）教育費として利用していた（いる）もの 

教育費として利用していた（いる）ものはありますか。【○はあてはまるものすべて】 

（５）家事を主に担当している人 

あなたの世帯では，炊事，掃除，洗濯などの家事を主に担当している人は誰ですか。【○は１つ】 

 

（５）家事を主に担当している人 

あなたの世帯では，炊事，掃除，洗濯などの家事を主に担当している人は誰ですか。【○は１つ】 

炊事，掃除，洗濯などの家事を主に担当している人は誰か聞いたところ，「あなた」（本人）

と回答した人の割合が 80.7%と最も高く，次いで「父母・義父母」（12.2%），「祖父母」「子ども」

（ともに 1.8%）と続いた。 

 

 

炊事，掃除，洗濯などの家事を主に担当している人は誰か聞いたところ，「あなた」（本人）

と回答した人の割合が 83.6%と最も高く，次いで「父母・義父母」（12.7%），「祖父母」「子ども」

（ともに 1.8%）と続いた。 

教育費として利用していた（いる）ものを聞いたところ，「日本学生支援機構」と回答した人

の割合が 31.5%と最も高く，次いで「母子父子寡婦福祉資金」（16.9%），「子ども自身のアルバイ

トや仕事」（12.4%），「実家等からの援助」「何も利用していない」（ともに 10.1%），「高等学校奨

学金」（9.0%），「その他」（6.7%），「民間の奨学金」（3.4%）となっている。 

 

教育費として利用していた（いる）ものを聞いたところ，「日本学生支援機構」と回答した人

の割合が 31.5%と最も高く，次いで「母子父子寡婦福祉資金」（16.9%），「子ども自身のアルバイ

トや仕事」（12.4%），「実家等からの援助」「何も利用していない」（ともに 10.1%），「高等学校奨

学金」（9.0%），「その他」（6.7%），「民間の奨学金」（3.4%）となっている。 
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(n=53) 

 

(n=53) 

（６）公的制度の利用について 

あなたは次の公的制度を利用したことがありますか。【○はそれぞれ１つ】 

 

（６）公的制度の利用について 

あなたは次の公的制度を利用したことがありますか。【○はそれぞれ１つ】 

公的制度を「利用したことがある又利用している」と回答した人の割合の高いものは，「公共

職業安定所（ハローワーク）」（81.1%）「母子家庭等就業・自立支援センター」（38.8%），「母子

父子寡婦福祉資金」（32.6%），「児童相談所・こども家庭センター・児童家庭支援センター」（21.7%）

「自立支援教育訓練給付金事業」（13.0%）であった。 

「制度を知らなかった」と回答した人の割合の高いものは，「高等学校卒業程度認定試験合格

支援事業」（27.7%），「生活困窮者自立支援制度」（21.3%），「配偶者暴力相談支援センター」

（20.8%），「夜間養護等事業」（19.6%），「婦人相談所」「短期入所生活援助事業」（ともに 15.2%）

であった。 

 

公的制度を「利用したことがある又利用している」と回答した人の割合の高いものは，「公共

職業安定所（ハローワーク）」（81.1%）「母子家庭等就業・自立支援センター」（38.8%），「母子

父子寡婦福祉資金」（32.7%），「児童相談所・こども家庭センター・児童家庭支援センター」（21.7%）

81.1% 

21.7% 

38.8% 

4.3% 

2.2% 

13.0% 

6.5% 

10.6% 

2.1% 

4.3% 

32.6% 

18.9% 

76.1% 

57.1% 

87.0% 

82.6% 

84.8% 

82.6% 

87.0% 

78.8% 

84.8% 

80.4% 

77.1% 

85.1% 

59.2% 

85.1% 

91.5% 

72.3% 

78.7% 

2.2% 

4.1% 

8.7% 

15.2% 

2.2% 

10.9% 

13.0% 

10.6% 

15.2% 

19.6% 

20.8% 

10.6% 

8.2% 

14.9% 

8.5% 

27.7% 

21.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共職業安定所 

児童相談所・こども家庭センター・児童家庭支援センター 

母子家庭等就業・自立支援センター 

母子生活支援施設 

婦人相談所 

自立支援教育訓練給付金事業 

高等職業訓練促進給付金事業 

高等職業訓練促進資金貸付事業 

ひとり親家庭等日常生活支援事業 

短期入所生活援助事業 

夜間養護等事業 

配偶者暴力相談支援センター 

生活福祉資金 

母子父子寡婦福祉資金 

養育費相談支援センター 

子どもの学習支援 

高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 

生活困窮者自立支援制度 

利用したことがある又利用している 利用したことはない 制度を知らなかった 
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（６）で母子父子寡婦福祉資金の制度を「利用したことはない」と答えた人に，利用しなか

った理由を聞いた。 

「貸付を受ける必要がなかった」（38.2%）と答えた人の割合が最も高く，「制度を知らなかっ

た」「手続きが煩雑」（ともに 11.8%），「貸付を受けることが嫌だった」「他の制度の方が使いや

すいと思った」「その他」（ともに 8.8%），「連帯保証人を確保できず諦めた」（5.9%），「貸付を受

けても入学金等の納期に間に合いそうにないので諦めた」（2.9%）と続いた。 

 

（６）で母子父子寡婦福祉資金の制度を「利用したことはない」と答えた人に，利用しなか

った理由を聞いた。 

「貸付を受ける必要がなかった」（38.2%）と答えた人の割合が最も高く，「制度を知らなかっ

た」「手続きが煩雑」（ともに 11.8%），「貸付を受けることが嫌だった」「他の制度の方が使いや

すいと思った」「その他」（ともに 8.8%），「連帯保証人を確保できず諦めた」（5.9%），「貸付を受

けても入学金等の納期に間に合いそうにないので諦めた」（2.9%）と続いた。 

(n=34) 

 

(n=34) 

（７）母子父子寡婦福祉資金を利用しなかった理由 

母子父子寡婦福祉資金を利用しなかった理由は何ですか。【○はひとつ】 

 

（７）母子父子寡婦福祉資金を利用しなかった理由 

母子父子寡婦福祉資金を利用しなかった理由は何ですか。【○はひとつ】 
38.2% 

11.8% 

11.8% 

8.8% 

8.8% 

8.8% 

5.9% 

2.9% 

2.9% 

0.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

貸付を受ける必要がなかった 

制度を知らなかった 

手続が煩雑 

貸付を受けることが嫌だった 

他の制度の方が使いやすいと思った 

その他 

連帯保証人を確保できず諦めた 

貸付を受けても入学金等の納期に 

間に合いそうにないので諦めた 

無回答 

面接の日程調整ができず諦めた 



 

 

 


